
令和 5年度杉並区施策評価シートⅠ
（　　　）00052

施策 17 子どもの権利を尊重し育ちを支える環境の整備・充実

目標 06 すべての子どもが、自分らしく生きていくことができるまち

施策担当課 子ども家庭部管理課 関係課 児童相談所設置準備担当

施策目標 ○支援を必要とする子どもや家庭への取組が充実・強化され、子どもの最善の利益を実現する社会づくりが推進
されています。
○法的介入など専門性の高い機能を持つ区立児童相談所が設置され、これまで以上に迅速かつ的確な児童虐待対
応が実施されています。
○子育てや就労などのきめ細かな支援の仕組みが整い、ひとり親家庭が個々の状況に応じて自立した生活を送る
ことにより、子どもの健全な育成が図られています。

活動指標 成果指標

要保護児童等新規受理件数 児童虐待に関する相談・通告対応率指標名（１） 指標名（１）

ソーシャルワーク実施件数÷要保護児童等新規受理件数算式・指標説明算式・指標説明 【行政】
子育て寄り添い訪問実施件数 子育て寄り添い訪問事業により安全確認及び指標名（２）指標名（２） 支援につなげた子どもの割合

安全確認及び支援につなげた子ども÷乳幼児健康診査未算式・指標説明算式・指標説明 受診・保福サービス等を利用していない子ども【行政】

指標名（３）指標名（３）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

令和 3年度 令和 4年度令和 2年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

件活動指標（１） 1 1,242 1,350 1,188 1,350 1,217
活

件活動指標（２） 2 274 237 237 157 157動
指 活動指標（３） 3
標

4活動指標（４）

％5成果指標（１） 0 0 100 100 100 100％ 令和12年度

％6成果指標（２） 100％0 0 100 100 100 令和12年度
成

7成果指標（３）果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 1,670,7181,771,0261,653,1751,794,8341,668,161
成果指標2の子育て寄
り添い訪問事業は、杉施 人件費 12 千円 541,933 606,576 663,727 700,612 741,467
並区子育て寄り添い訪
問事業実施要綱で「ハ策 総事業費 13 千円 2,212,6512,377,6022,316,9022,495,4462,409,628ロー！なみすけ訪問」(11+12)

コ と称することになって
国・都からの補助金等 14 千円 399,192 434,767 390,802 426,022 311,355います。ス

総事業費伸び率 15 ％ 4.7 5.0 4.0ト （計画、実績の対前年度比）

人件費比率 16 ％ 24.5 25.5 28.6 28.1 30.8
（12÷13）
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　区における新規の児童虐待対応件数は昨年度より108件の増となりました。子ども家庭支援センタ
ーでは、関係機関と連携し迅速な対応に努めましたが、虐待の原因は親子の問題だけではなく、子ど
もの発達課題、保護者の疾病、夫婦の関係など多岐に渡る場合も多く、養育状況改善による支援終了
までに時間を要するケースが増加し、終了ケースは前年度より3.4％減少しました。また、108件の7
割近くが就学前児童であり、保健センターによる特定妊婦の受理件数も増加していることから、これ

課題・分析 まで以上に子ども家庭支援センターと保健センターが連携し、子どもの安全を守る必要があります。
　子どもと家庭の総合相談窓口「ゆうライン」、ひとり親の相談、母子・女性及び家庭相談窓口など
、支援につなげる相談体制の整備は進んでいますが、相談数は減少または横ばいです。近年の社会状
況から、潜在化している支援を要する子どもや家庭があると考えられ、子どもが声を上げやすい方策
や、声を上げない要支援家庭へのアプローチ方法などが課題と捉えています。

　荻窪地域に区内で2か所目となる地域型子ども家庭支援センターを設置し、子どもや保護者が相談
に来やすい環境をつくるとともに、家庭訪問や関係者会議の開催などの児童虐待対応が迅速に行える
体制を整えました。こうした取組により、子ども家庭支援センター全体で、令和3年度より28件多い1
,037件の児童虐待相談に対応しました。また、子どもと家庭の総合相談窓口「ゆうライン」の電話受
付時間を20時まで拡大し、就労している保護者などが落ち着いて相談できる環境を整えました。子ど
もショートステイは、育児疲れによる利用希望者が多く、昨年度より利用日数が増加しましたが、委
託先施設と連携をしながら子育ての負担軽減に努めました。
　ひとり親家庭の就労支援では、自立支援プログラムの策定などにより11人が就労につながりました施策の成果
。令和3年度に開始した養育費確保支援事業では、事業活用の促進を目的に、裁判外紛争解決手続き
費用や調停等に必要な戸籍等の取得費用を新たに助成対象に加え拡充を図りましたが、事業の性格上
相談から申請に至るまで時間を要するため、2件の助成にとどまりました。
　区立児童相談所の令和8年度の開設を目指し、施設の設計や人材育成・確保のため他自治体の児童
相談所へ9名の職員を派遣しました。また、高井戸地域に3か所目となる地域型子ども家庭支援センタ
ーの開設準備を進め、子どもが安心して地域で生活できる環境整備を進めました。

今後の施策の方向性 拡充
改

　児童虐待の未然防止、早期発見による重篤化の防止を一層強化するため、研修の実施等により要保善
護児童対策地域協議会の発見、見守り機能の向上を図ります。また、子ども家庭支援センターのケー・
スワーカーの支援力を向上させるため、経験年数を踏まえた計画的な研修に取り組みます。見
　支援を必要とする子どもと家庭が、速やかに必要なサービスにつながるよう、改正児童福祉法によ直
り新たに規定された子育て世帯訪問事業や児童育成支援拠点等の実施、ショートステイ事業の拡充なし
どに取り組みます。の 　令和8年11月の児童相談所の設置に向け、その機能が十分に発揮できるよう、他自治体への派遣や今後の進め方方 集中的な専門研修の実施などの人材育成に取り組むとともに、子どもの意見表明等支援事業、社会的向 養育経験者の自立支援事業、親子再統合支援事業等の実施に向け検討・準備を進めます。
　ひとり親家庭への支援では、母子・父子自立支援員、就業支援専門員による自立支援給付金事業、中
養育費確保支援事業等に引き続き取り組みます。また、場所や時間を選ばずに様々な支援制度の確認長
ができるよう、デジタル技術を活用した相談の導入について研究を進めます。期 　こうした取組や、子どもの社会参加・参画を更に推進することで、子どもの権利を尊重し、育ちを
支える環境の整備・充実を図ります。
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令和 5年度 杉並区施策評価シートⅡ（施策を構成する事務事業）
（　　　）0005217】【施策名称 子どもの権利を尊重し育ちを支える環境の整備・充実【施策 】 ※金額の単位は千円

実整 主行
理 令和 4年度 施策から見た要計事務事業名称 総事業費人件費

画 事番 事業費 事業の方向性
事 業号
業

25,809現状維持母子・女性・家庭相談 2,602 23,2071202

10,551現状維持女性福祉資金貸付 714 9,8372203

19,869現状維持母子及び父子福祉資金貸付 2,042 17,8273204

○ 70,607現状維持子ども家庭支援センター相談事業 ○ 8,218 62,3894232

○ 47,352推進（拡充）子どもショートステイ ○ 30,602 16,7505233

○ 457,080推進（拡充）児童虐待対策 ○ 28,810428,2706234

○ 48,753現状維持ひとり親家庭支援 ○ 19,539 29,2147236

741,573現状維持児童扶養手当支給 713,44428,1298237

537,214現状維持児童育成手当支給 524,89812,3169240

50,700現状維持児童育成手当（障害手当）支給 46,637 4,06310241

108,985現状維持ひとり親家庭等医療費助成 87,231 21,75411243

137,742現状維持民営母子生活支援施設に対する保護委託 124,26713,47512255

17,763推進（拡充）見守り強化事業 6,152 11,61113275

○ 18,690推進（拡充）区立児童相談所の設置準備 ○ 724 17,96614283

34,894現状維持子ども家庭支援センターの維持管理 ○ 11,354 23,54015287

○ 39,989推進（拡充）区立児童相談所の整備 ○ 24,942 15,04716296

○ 42,057縮小（廃止）子ども家庭支援センターの整備 ○ 35,985 6,07217302
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21
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33

34

35

1,668,161741,4672,409,628合計

施策を構成する

事務事業に関する特記事項
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